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「よじめ :こ

静岡県は,律令制に基づいて設置された伊豆国,駿河国,遠江国の 3国が母体とな

り,1876(明治 9)年に現在の姿となった。東西に広大な県となっており,静岡県は,

富士川と牧の原台地を境として,東部,中部,西部の 3地域に区分されることが多い。

東部はさらに狭義の東部 (富士チ|1以束の旧駿河国)と伊豆 G日伊豆国)に分けること

もある。県の   画 0006」0で は,伊豆半島,東部,中部,志刺剰訳・中東遠,

西部の 5地域に区分されている。

静岡県は全体的に第二次産業の割合が高いが,15地域区分は,伊豆半島の林業・サ

ービス業 鰤 ,東部の漁業,中部の金融・保険業,志太榛原・中東遠の製造業,西

部の卸売・ガ漱 の特化傾向など,産業構成上の違いをよく捉えている。他方で, 5

地域区分は 1人当たり所得にも違いが見られ,産業構成の違いがその地域の経済成長

に影響を与えていることが伺える.これに加えて,近年は少子高齢化や社会的移動に

よる人口動態の地域差が無視できないものとなり,今後の経済成長への影響が懸念さ

れる.

地域月1麟成長格差の正確な把握は,行政のみならず地域企業の視点からも強く求

められているものであり,本研究はこのような要請に答えられる地域経済シミュレー

ション0モデルの開発を目指している。

このような問題意識に基き,第 1節では5地域の特徴を考察する。第 2節は5地域

間の人口移動に焦点を当てて,人口動態を把握する手法を検討する。第 3節は5地域

のシミュレーション・モデル作成を試みる.我々は,システムダイナミックス (system

Ⅲ amたざ以下 SD)の手法により全県レベルの地域マクロ経済をモカ 1/fヒ してきた

が,本研究では県内の動きを 5地域に分割したモデルヘの応用を試みる.
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1.静岡県の地域区分とその概要 :

静岡県内には,2008年 3月時点で42市町の地方自治体があるが,これらを大まか

に 5つの地域 (伊豆半島,東部,中部,志太榛原・中東遠,西音Dに分けて分析を行

うことがす般的である。表 1‐ 1は,5地域と42市町との対応表である。また,図 1‐ 1

は,各地域の地理的なイメージをつかむために表 1‐ 1の内容を図示したものである.

本論文でもこれらの地域の産業構造の違いを考慮した分析を行う.

資料:静岡県企酷 防希林J用室(2008)

表 1-1:割旧爆の

朋 名 地域内の市町

伊豆半島

東部

中部 静岡市,由比町

志太榛原・

中難

焼津市,藤枝市,島田市,牧之原市,御前崎市,菊川市,推Hll市 ,袋井市,磐田市,岡部町,大井川町,吉田町,川

mmT,Jl11賑 レ棒涸『 ,OmT

西部 浜松市,湖西市,新居町
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地域別経済指標に基づく静岡SDモデルの開発

図1-1 静岡県の地域区分

図 1‐2は,上記 5地域別の製造品出荷額等 00040である。西部および志太榛原・

中東遠の両地域で,県内の製造品出荷額等の61.9%を占める。図 1‐3は,地域別の農

業出荷額 (2004年)である.農業出荷額に関しても,志太榛原・中東遠地域だけで

46。2%を占めることが分かる。静岡県の製造業および農業の中心は西部地域および志

太榛原・中東遠地域であると言える.
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志太榛原・中東遠,63,810
(単位 :億 円)

資障 経済Л馨爆拿羽戎16年 (2004つ 工新婿俵

図 1■2製造品年間出荷額等 0004」聘

志太榛原・中東遠,1,203   (単 位:億円)

資料:農林水産省 平成 16年 (2004Z→ 生産農業所得統計

図1-3農業産出額 ●004」輸

図 1‐4は,地域別の可住地人口密度と醐 IJ就業者比率を表したものである。政令

指定都市である静岡市を含む中部 0,188/km2),浜松市を含む西部 (1,581/km2)の

両地域は,可住地人口密度が他地域に比べて高い。前述のように,志太榛原・中東遠

は,製造業でも農業でも県内経済の重要な地域であるが,その■方で人口密度が低い

伊豆半島,132
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地域別経済指標に基づく静岡SDモデルの開発

こと (945A/km2)ヵり〉かる。また,伊豆半島は県内で最も人口密度が低い地域であ

る (915A/km2).東部地域は,富士市周辺の製紙業など地域内で製造業に従事する

ものが多いため,人口密度が比較的高い.さ らに東部地域から県中部や東京への通勤

者も多いことが特徴的である.就業者人口比については,第 3次産業就業者比率が高

いことが観光資源の多い伊豆半島の特色である (75.3%)。 また,製造業に多くの労働

者を供給していると思われる西部および志太榛原・中東遠の第 2次産業従業者比率が

他地域に比べて高いことが特徴的である (それぞれ 39.9%,38.4%).

JI第 1次産業就業者
釧尋第2次産業就業者
<コ 第3次産業就業者

′i3tフ:こ1襦串ヨ

'ロ

モ・

中東遠

,                資料:総務省統計局 平成17年 (2005年)国    告

図 1-4 可住地人口密度と産業別就業者比率

図 1‐5は,地域別の昼夜人口比と年齢別人口Lヒを図示したものである.大都市を含

む中部地域と西部地域の昼夜人口比は 100%を越えており,周辺地域からの通勤者が

多いことが分かる。■方,伊豆半島で昼夜人口比が 100%を下回つているため,当該

可住地人口密度

(A/k憮
ハ
2)
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地域は他地域への労働供給源であると考えられる.その一方で,伊豆半島の65歳以

上人口比が県内最大の28%であることから,当該地域で労働需給の不均衡が起こって

いること力Ⅵ察される。

昼夜人口比 J115歳未満人口
到彗15-64歳人口

(%)

102
100
98

<コ 65歳以上人口

囃一
資料:総務省統計局 平成 17年 (2005竹 国勢調査報告

平成 18年 (2006年)版 住民基本台帳人口要覧

図1-5 昼夜人口比と年齢別人口比

第 3節では,山下・高瀬レ00■で開発された静岡 SDモデルを多地域モデルヘと拡

張し,静岡県内5地域の産業構造および人口分布の違いを考慮した分析を行う。
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地域別経済指標に基づく静岡SDモデルの開発

2.統計データの整備

静岡 SDモデル分析に限らず,政府統計デニタの利用を基本とした地域の統計的分

析を行う場合,問題となるのは必要とされる統計デ=夕が十分に完備されていない点

であろう。例えば主要な政府統計を主管する総務省統計局でも,締 調査集計結果デ

ータの府省間及び国・地方公共団体間の共有化等の他 Dを政策課題として掲成

地方における統計利用の拡充を目指してはいるが,地域分析のニーズに対応した集計

データ (例えば市町村表章)の充実には言及しておらず,こ うした統計デニタの共有

化は未だ途上の段階であると言ってよい。

一方,政府統計デニタを利用することの多い実証的経済分析において統計データが

不完備であることは深刻な問題であり,従って,例えば松田 [1978]のように,複数

のデニタソースから目的とする統計デ=夕を再編成させる技法について様々な研究が

これまで行われてきた.また近年,ミ クロ統計データ (個票デ=夕)の活用が徐々に

進む中,従来のマクロ統計デニタ (集計デニタ)とミクロ統計デニタを禾lJHして統計

データを再編成する試みも進められている分

問題を静岡SDモデル分析について見ると,山下・浅利・高瀬 E2007]では「人口

の社会的移動に関しては,統計制度上の不備な点も多く残されて」9いると指摘され

ており,政府統計として提供されている既存のデニタでは,分析上不十分であること

が明らかになっている。そこで本章では,静岡 SDモデル分析で必要でありながら不

完備な統計デ=夕のうち,聯岡県における市町村間の産封 lj就業者の流出・おし嘲 を

表章する統計データの問題を取り上げる.よ り具体的には,先ず既存の政府統計 (国

勢調査報告)によって,問題とする「醐 IJ就業者の流出・流入」をどの程度まで表

章することができるか試みるべく統計デ=夕の再編成を行う。更にソースの異なるデ

ータ 0ヾ―ソントリッ   ,特 にミクロデL夕を活用することにより,課題に対し

てより的確に表章された統計デ=夕再編成の可能性を検討する.

D総務省統計      E20041,79～ 82真

"例
えば 松田 [19991:松田・垂水。近藤 レ0001を刻薫 なお本稿では,政府統計に関する個票デニ

タをミクロ統計デニタ,その集計デニタをマクロ統計デニタと呼び,非政府統計に関する個票デニタをミ
クロデニタ,その集計デ=夕をマクロデニタと呼んで囲 lJする。            ,
9山下・浅利・高瀬 レ0071,14頁.
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2.1 国勢調査報告に基づく統計データの編成

「静岡県における市町村間の醐 lJ就業者の流出・流入」を問題とするに当たり,

当初検討の対象としたのは,『国   ,町 瑚罰卜企業統計調動 ,『住民基本台帳移

動報告』,町樹罫載髪劃幻躍動,『労働力調査』等による統計データである.しかしな

がらこれらの統計デ=夕のうち,個票ベニスで醐 IJ就業者の移動先 G翡郷断鵞野D

情報が含まれているものは『国勢調査』のみであつた.そこで「平成 17年度国勢調

査従業地・通学地集計結果その 102静岡県)」
のに含まれているマクロ統計デニタを

ベースとして,先ず静岡県内における市町村間の就業者移動データ (産業分類なし)

を作成した。この国勢調査デニタには,聯 2表常住地による従業・通学市区町村,

男女別 15歳似止献業者数及び 15        という統計表が各市FTI拐りに含ま

れており,これらを統合して下般に次のようなデータ構造を有するデニタ行列に編成

した.

今,任意の流出先をJ市町村,常住地をノ市町村とし,ノ 市町村の就業者のうちJ市

町村への流出数をんとすると,問題とするデ■夕行列は

/11 /12 … /1ブ  … /1″

/21 /22 … /2ノ  … /2″

勇1 勇2 ・:・ 乃 … 勇″

ん1ん2… /4J・
… ん″

と表記される。但し市町村数は刀であり,従つてこのデータ行列は4× 4の正方行列と

なる。なおこのデータの構造から明らかなように,対角要素は各市町村の非流出就業者

数を表しており,例えば常住地がノ市町村の場合

0.D

で定義されるFメま,ノ 市町村から4-1市町村に流出しているノ市町村在住の就業者

O http:ん口wstat.gojp/danokusei/200助 utSu1/22/hyod五 .htm

平成17年度国勢調査の集計は,現在第3次基本集計まで行われており,2009年 2月にすべての集計が

完了する見込みである.なお本研究で利用した「平成17年度       ・     援 の102
静岡県)」 は2007年 8月に公表されている.なおこのサイトで電子媒体として提供される集計デニタには,

紙煤体で公表される報告書に非掲載のものも含まれていることは注意を要する.

0。 1)
X=

ん一ん

″

Σ

＝

〓Ｆ
。
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地域別経済指標に基づく静岡SDモデルの開発

総数を表している.また

島.=Σ 島一勇j        。.9
ノ=1

で定義される4.は,J市町村を除いた4-1市町村からJ市町村への流入している就業

者総数を表している。
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表2-3:静 岡県における市町村間の産業別就業者移動数 (人 口20万 人以上の都市 )
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産 業 (大 分類 ) 総 数
自市区町村

で従業

県内他市

区町村で従

業

他県で従

業

自市区町村
で従業

県内他市
区町村で従

業

他県で従

業

205熱海市

総 数 20106 16161 1716 2229 80.38% 8.53% 11.09%
農 業 245 226 9224% 327% 449%
林 業 100.00%
漁 業 100 99 99.00% 1.00%
鉱 業 1 0.00% 10000%
建設業 1756 1366 197 193 77.79% 11.22% 10.99%
製造業 838 212 49.64% 25.30% 25.06%
電気・ガス・熱供給・水道業 100 80.00% 11.00% 9.00%
情報通信業 209 56 3445% 26.79% 38.76%
運輸業 545 103 169 66.71% 1261% 2069%
卸売・′1ヽ 売業 3427 2667 355 405 77.82% 10.36% 11.82%
金融・保険業 268 123 45.90% 27.61% 26.49%
不動産業 764 653 8547% 3.14% 1139%
飲食店,宿泊業 5182 230 93.71% 1.85% 4.44%
医療 ,福祉 1813 132 194 82.02% 7.28% 10.70%
教育,学習支援業 71.56% 10.16% 1828%
複合サービス事業 184 129 7011% 24.46% 5.43%
サービス業 (他 に分類されないもの ) 293 385 78.55% 9.27% 12.18%
公務 (他 に分類されないもの ) 510 83.53% 7.25% 9.22%
分類不能の産業 8182% 795% 1023%

208伊東市

総 数 34081 29388 3655 86.23% 10.72% 3.05%
農業 633 614 97.00% 2.69% 0.32%
林 業 10000%
漁 業 248 240 9677% 2.02% 1.21%
鉱 業 88.89% 1111%
建設業 3469 389 146 86.64% 972% 365%
製造業 1591 1294 220 81.33% 13.83% 484%
電気・ガスロ熱供給・水道業 193 142 47 7358% 2435% 2.07%
情報通信業 377 192 50.93% 29.44% 1963%
運輸業 907 275 7004% 21.24% 8.73%
卸売・′lヽ 売業 6203 5565 483 155 89.71% 779% 250%
金融・保険業 646 78,95% 18.11% 294%
不動産業 846 727 59 85.93% 7.09% 6.97%
飲食店,宿泊業 6686 6096 74 91.18% 7.72% 1.11%
医療 ,福祉 3055 2568 427 84.06% 13.98% 1.96%
教育 ,学習支援業 1134 148 85,01% 11.09% 3.90%
複合サービス事業 353 80.78% 18.31% 092%
サービス業 (他 に分類されないもの ) 655 168 8499% 11.94% 3.06%
公務 (他に分類されないもの ) 695 87.09% 10.65% 2.26%
分類不能の産業 232 203 8750% 8.62% 3.88%

209島 田市

総 数 52022 34203 17588 65.75% 33.81% 044%
農 業 4135 98.72% 1.23% 0.05%
林 業 86.67% 1333%
漁 業 1 33.33% 60.00% 6.67%
鉱 業 93.07% 6.93%
建設業 4522 3122 69.04% 30.47% 049%
製造業 15595 9334 6205 59.85% 39.79% 0.36%
電気・ガス・熱供給・水道業 242 95 142 39.26% 58.68% 207%
情報通信業 448 107 322 23.88% 7188% 4.24%
運輸業 2347 1164 1173 49.60% 4998% 0.43%
卸売・′1ヽ 売業 2427 68.74% 30.63% 063%
金融・保険業 999 429 564 42.94% 56.46% 060%
不動産業 237 170 64 7173% 2700% 1.27%
飲食店,宿泊業 1214 364 76.69% 22.99% 032%
医療 ,福祉 3388 2300 1085 6789% 32.02% 009%
教育,学習支援業 1790 754 57.65% 42.12% 0.22%
複合サービス事業 560 330 229 58.93% 4089% 0.18%
サービス業 (他 に分類されないもの ) 2277 6500% 34.41% 059%
公務 (他 に分類されないもの ) 828 493 62.44% 37.18% 038%
分類不能の産業 164 124 75.61% 24.39%

215御 殿場市

総 数 46992 34150 11075 1767 72.67% 2357% 3.76%
農業 9707% 253% 040%
林 業 1 7931% 17.24% 3.45%
漁 業

鉱 業 1 12.50% 50.00% 37.50%
建設業 2764 2177 470 7876% 1700% 423%
製造業 10989 6886 3833 270 62.66% 34.88% 246%
電気・ガス・熱供給・水道業 53.19% 40.43% 6.38%
情報通信業 301 165 27.24% 5482% 17.94%
運輸業 2126 1312 575 239 61.71% 27.05% 11.24%
卸売・小売業 5982 5104 734 144 85.32% 12.27% 2.41%
金融・保険業 243 59,92% 34.18% 5.91%
不動産業 335 276 8239% 1224% 5.37%
飲食店,宿泊業 2940 2376 80.82% 11.73% 7.45%
医療 ,福祉 2509 600 102 78.14% 18.69% 3.18%
教育,学習支援業 1521 68.97% 2669% 4.34%
複合サービス事業 428 352 82.24% 17.06% 070%
サービス業 (他 に分類されないもの ) 9028 6231 394 69.02% 26.62% 4.36%
公務 (他 に分類されないもの ) 3582 75.60% 22.75% 1.65%
分類不能の産業 283 254 89.75% 8.48% 1.77%

地域別経済指標に基づく静岡 SDモデルの開発

表2-5:静岡県における市町村間の産業別就業者移動数・移動率(人 口10万人以下の都市)
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以上のような構造を有するデニタ行列に国勢調査デニタを用いて再編成したものが

表 2‐1であり,再編成されたこのマクロ統計デL夕を用いて,各市町村の流出率を示

したものが表 2‐2である。なお表 2‐ 1については,「その他の市嚇 力 は元デ=夕がそ

もそもそのような集計区分として定義されているため具体的に地域を特定することが

できなかった.また「他県」については,元デニタではある程度細かい地域区分に集

計されているが,本研究では静岡県内における就業者の移動を問題としているため一

括して「他県」として表章していることに留意しておかなければならない。

このように国勢調査データを用いれば,総数として就業者の市町村別県内移動を把

握できることが明らかとなった.しかしながら静岡 SDモデル分析で求められる産業

別の県内移動については,完備されたデータを国勢調査デ=夕から再編成することは

一部を除き困難である。例えば「平成 17年度国勢調査従業地・通学地集計結果その

1(22静岡卿 」では,瞬発 表常住地による従業市区町村,産業    別 15歳

という統計表が含まれており,この統計デユタを用いれば就業者の常

住地が人口 20万人以上の都市については,目的とする産業別・市嚇 拐1   県内

移動の統計デニタを再編成することができる。それを示したのが表 2口3で,これは静

岡県内で 20万人以上の人口規模を持つ都市 (静岡市・浜松市・沼津市・富士前 か

ら県内各市町村への産期 IJ就業者の流出を示しており,それに対応する流出率を示し

ているのが表 2‐4である.また 20万人以上の人口規模を持つこれらの都市について

は,瞬訂 表従業地による従業市区町村,産業 ひこ瀾0別 15歳以上就業者数日とい

う統計表も作成されており,この統計データを用いればこれらの都市への産業別・市

晴 拐1      を把握することも可能である。

一方,20万人未満の人口規模を持つ市町村については,このように完備された統計

データを再編成することは不可能である。表 2‐5は,その一つの例証として「第 5表

常住地又は従業地による産業    月J,男女別 15歳以上読籍罷加 に基づき一

部を再編成した統計データである。これを見れば明らかなように,データから把握で

きるのは就業者の醐 |∫流出のみである D.従うて,結論として言えることは,国勢

調査データを用いて静岡県における市町村間の端 IJ就業者の流出・流入を把握でき

るのは,ミ クロ統計デL夕を活用しない限り人口 20万人以上の規模を有する都市の

D同じく第 5表の従業地のデ=夕を用いれば流入者数を把握することも可能である。
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地域別経済指標に基づく静岡SDモデルの開発

場合に制限されるということである.しかし指定統計第 1号である国勢調査は,統計

法によって統計の目的外使用が原則禁止されているため,国勢調査のミクロ統計デー

タを利用することはほとんど不可能である。それ故:人口 20万人未満の市町村につ

いては,他のデータソースから推計しデニタを補完させる必要が生じてくる。その一

つとして上げることができるのがパーソントリップ調査におけるミクロデータである.

そこで今後の検討課題とすべくその概要と利用可能性について次項で述べることとす

る.

2。 2 パーソントリップ調査におけるミクロデータの利用

パーソントリップ調査とは,都市交通計画・施策における基礎デニタ作成を目的に,

調査対象地域内における「人の移動」を移動目的や移動手段等について調査するもの

である。1967年に広島都市圏で行われた調査を嗜矢とし,以来,各地域で不定期なが

ら行われている.調査主体は主に各都道府県であるが,全国的な調査については交通

行政を担当する国土交通省によって行われている③
.

静岡県においても 1971年より実施されており,直近の調査では表 2‐6で示されて

いる 4地域で行われている。この調査デニタを利用するメリットは次の 2点にある.

先ず第一に,国勢調査のような指定統計とは異なり統計法の制約がないため比較的容

易にミクロデニタが利用できる点が上げられる つ。このメリットを前提にして第二の

メリットとして上げられるのは,静岡SDモデル分析で必要とされる「静岡県におけ

る市町村間の醐 IJ就業者の流出・流入」の情報がこのミクロデニタから得られるこ

とである。具体的には,唯山 ,順 ,「曲 ,聴厖夢由 カ   ロとして含ま

れており,これらの項目についてミクロデータを独自に再集計すれば目的とするデニ

タを編成することが可能となる。なお現段階の調べでは,ミ クロ統計デニタの活用が

事実上開ざされている国勢調査データを除き,この問題に対応できるデータソースは

パーソントリップ調査のミクロデニタ以外に見出すことはできなかった.

③全国的なパ∵ソントリップ調査は,1999年調査までは「全国都市パーソントリッ柚 という名称で

国の補助調査として実施されてきたが,2005年調査からは「全国都市交通特磨描範 という名称に改めら

れ国の直轄調査として行われている.

つ比較的容易に利用可能であるとは言っても,情報管理については静岡県建設部都市局都市計画室 レoo5]

で統計法及び関連法令を「遵守する」と述べられているように,その利用については■定の規制があるこ

とは指摘しておかなければならない.
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表2-6:静岡県におけるパーソントリツプ調査の概要

綱 轄 脚 岳榊

回 数 第3回 第3回 第1回 第1回

向 1995年 9月～11月 2001年 11月～12月 1991年 10月～11月 2004年 10月～11月

区域の設定

嘴 妨

浜松市への通勤 0通学依

辞 5%姓を鉢 とし

た交通圏及び都市計画区

飼高議

"駒

装し微

静岡市・清水市への通

勤・通引脚賓E5性

を基本とし′さらに都

市計画区域により設定

沼津市・三島市への

通勤・通学依存率が

5%姓 魯

岳南広域 0芝川都市計画

団

文嗅男護市暉珂本寸 6市 11町 1村 5市 6町 4市 8町 2市 1町

鰤 ・動 ・鰤 。

寿 鋪・測 肺・潮 飾 ・

森町 0浅羽町・福田町・

竜洋町・豊田町・豊岡村 0

綱 0制 。脚 ・

細江町 0引佐町・三ヶ日

町

静岡市・清水市・島

田市・焼津市・藤枝

市・富■lll町・蒲原

町・由上獅・岡押ト

大丼川町・金谷町

沼津市・三島市・

裾野市 0御殿場

市・修善寺町・大

仁町・伊豆長岡

町・韮山町 0函南

町 OJヽ山町 0長泉

町 0清水町

富士市・富士宮市 0芝

川町

継 口 107万人 110万人 63万人 37フ5ソt

抽出率 (°/o3 8。0 6.6 5。7 8

しかしながらパーソントリップ調査のデータ利用には問題点もいくつか認められる。

一つはこの調査が標本調査であり標本誤差が含まれる点である。通常,パーソントリ

ップ調査では,以下に定義される補正後拡大係数

補正後拡大係数=(有効回答率×蹴 lI抽出豹・

を用いて母集団における各属性の大きさを再現する.従って,そこで求められた数値

は推計値でありこの点注意を要する。しかしより重要な問題点は,各地域の調査年次

が同一ではなく,また調査地域も静岡県全市町村を網羅していないことであろう。こ

のため前節で検討した国勢調査におけるマクロ統計デニタを併用しながら新たなデー

タを編成していく必要がある。当然のことながら,編成されたデータは推計値,すな

わち加工統計データにならぎるを得ず,その取り扱いには注意を要する。なお実際の
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地域別経済指標に基づく静岡SDモデルの開発

データ編成作業は,松田 [1999]や松田・垂水・近藤 E2000]等の先行研究に依拠し

つつ方法論的な問題の検討も含め今後の課題となろう。その際,推計の考え方として

は

①国勢調査におけるマクロ集計デニタをベースとして,人口 20万人以下の市HTlttU

データの不備を補完するために,パーソントリップ調査のミクロデニタを活用して

推計する

②パーソントリップ調査のミクロデータをベースとして,年次の差異および非調査地

域の不備を補完するために,国勢調査デニタを活用して推計する

の二通りが考えられるが,双方の長所と短所を十分検討した上で実際の推計作業を試

行錯誤する予定である。但し,事前作業としてパーソントリップ調査がどの程度の推

計精度を保証するものであるかを確認しておくことも重要であり,現在その作業が進

行中であることを付言しておきたい。
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3。 5地域経済モデル

地域経済分析の基本は,マクロ経済分析である.山下120041では,マクロ経済モデ

ルのシステムダイナミックス・モデル化を提案し,山下・高瀬12007]で地域経済分析

における応用を試みたが,本研究でも同様のアプローチを採用する。

モデルの基本構造は下記のようになる。地域経済の供給面は,基本的に,第―次産

業,第二次産業,第三次産業の産業分類に従ってモデル化される。これは産業構造の

変化を動態的に捉えるためである.各産業にコブ=ダグラス型の生産関数を設定する.

Yi - AiK,o, L,F' i:1,2,3 (3。 1)

でワ
Ｌ

ワ
Ｌ 4は第ブ産業の生産量,K′ は資本ストック,二′は労働である。И′,α′,鳥 は

パラメータであり,その値は計量経済学的手法で推計する.

需要面は,支出恒等式で与えられる。

E≡ C+」十G+χ一ν (3。

'ここで,Eは地域総支出 (総所得),cは地域消費支出,Iは地域投資支出,Gは地

域内の政府支出,χ は地域移出,ノ は地域移入である.需要の各産業への配分は,『し

ずおかけんの地域経済計算』や産業連関表を参考にして設定される.

システムダイナミックスによるモデノИヒでは,調整過程をはっきりとした形で組み

込む必要がある。マクロ経済モデルにおける動学的調整過程としては,超過需要によ

る調整過程を想定することとする。調整過程の簡単なメカニズムは次のような形式で

ある。

dEDi t(
;-1(Ei-Yt) e.9

ここで,瀬為 /訪 は時間Jlこ関する微分を表している.

以上のような特徴を持ったモデルを,システムダイナミックス用のプログラミング

言語であるPowersim Stu歯 で組み上↓ヂたのが次の図である (図 3‐ 1).
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地域別経済指標に基づく静岡 SDモデルの開発

dEDi

図3-1 5地域SDモカИ遠鉢囁造

上記モデルによるシミュレーション分析を進める上では,総生産額と総支出額のデ

ータが必要である。残念ながら市町村レベルの総支出額に関する統計は存在していな

い.そこで,現在,県内総支出を 5地域別に再集計する作業を進めている。このため

本稿の推計は,供給面のみから計算されたものにとどまるが,生産要素である労働力

と資本ストックは,山下・高瀬レ00」 で得られた推計値を利用しているため,内閣府

[2005]に沿った将来像を描いている。
|

推計結果から,まずは静岡県の産業別生産額の推移を見てみよう (図 3‐2).
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各地域の産業別生産額は以下のようになる.
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250Q000型
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それぞれに地域特性が反映されている:最後に, 5地域の総生産額を比較してみよ

う ([ヨ 3‐8).
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おわりに

以上, 5地域経済モデルによるシミュレーション分析を進めてきた。本研究の成果

は以下のように整理される。

(1)県内を区分することで,よ り詳細な地域経済の特徴と課題を取り出すことがで

きた。

② 産業月1    をモデル化することで,県内5地域における経済成長の課題の

相違点を浮き彫りにした.

研究開始時には, 5地域×3産業で 21本の生産関数から成る動学体系を安定的に

動かせるかどうか不安もあったが,システムダイナミックス・モデルとして構築する

ことで,応用性に富む地域経済モデルを開発していく目処を付けることができた。地

域経済において高い関心を寄せられる政策シミュレーションに関しては,機会を改め

て取り組んでみたい。

より精度の高い将来推計のためには,労働の移動や資本の移動を伴う産業構成の動

態的変化を解明する必要がある.しかしながら,労働や資本に関する地域データが不

足している.これを補うためには、第2節で提案するパーソントリップ法などの新た

な統計手法の導入と,継続的な産学連携型共同研究が重要である.この点についても

今後の課題としたい。

辮

本研究は,平成 19年度人文学部競争的配分経費の支援を受けて進められました。.
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の中条龍輔さんには,膨大な資料の整理をして頂きました.併せて御礼申し上げます。

-23-



Japan Sttistics ttsearCh htituteレ 005],″ ,ルた″筋ガθzJ助 甲 s″
"Rッ

滋ガο
“
&観 sαttИσ″

2″ ∠滋 漱 ,動ル励 物 肱 麻伽 Rωι

“

乃撚 万勧た,No.33,Hosd Univers転 .

坂西明子 レ007],P催拐りに見た就業活動空間と通勤交通行動」,町辞馴帥難漸形鞠 No.12,95

～108頁 .

静岡県建設部都市局都市計画室 レ005],聯岡中部都市圏総合都市交通体系調査情報管理計画

(デ
ニタ保管・活用編)』 静岡県都市局。

総務省崎謝腎イ奔龍郵謡穫雛夢レ00凋 ,聯嗣踊政lの新たな展開方向』全       .

内閣府 レ005],『日本21世紀ビジョⅧ 。

松田芳郎 [19781,『デニタの理論一統計調査のデニタ構造の歴史的展開一』岩波書店.

松田芳郎 [1999],『ミクロ統計デニタの描くイ盤鋼劉副知 日本語論社

松田芳郎・垂水共之・近藤健文編 レ0001,別関閣桧濯済)の他 日本評論社

山下隆之1200」 「マクロ経済モデルのシステムダイナミックス」静岡大学 踊経済研究』第 9巻

第 3号,1‐15頁 .

山下隆之・浅利■郎・高瀬浩ニ レ007]:局静岡 SDモデルによる静岡県の人口移動と地域社会

の変容の分析」,静畔 哺鏃研究センタ■暁帰籍勤 第5号, 1～ 15頁 .

山下隆之 0高瀬浩ニ レ∞7],陥鮮之環境のシステムダイナミックスモデルー静岡県経済の将

来予測一」,静畔      第 11巻第4号, 221γ

“

頁。      :

酬

静岡県『      拶闘穫纂彗』.

静岡県『県      砲 :

静岡県       胡貯曲 :

静岡県『魅力ある ∵しずおか"2010年戦略プラン後期 5年烈 .       |

静岡県企画部統計利用室『しずおかけんの       .

総務省『       』。

内閣府・糸勁琳髭当鮮当彩顎斤『国民経済計鰤 .

内閣府・経済社会総合研究所『民間企業資本ストック年報』 Chttp:l′
…

.esriOCa。 。gojJp/Sna/p.

-24-




